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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

（注）25年３月期の対前期増減率は、会計方針の変更に伴い遡及修正が行われたため、記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 170,945 16.1 3,264 24.5 3,331 25.1 2,117 3.8
25年3月期 147,198 ― 2,622 ― 2,662 ― 2,038 ―

（注）包括利益 26年3月期 3,376百万円 （29.1％） 25年3月期 2,615百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 130.90 ― 4.8 4.3 1.9
25年3月期 126.07 ― 4.9 3.8 1.8

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 276百万円 25年3月期 318百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 80,528 45,402 56.4 2,807.18
25年3月期 72,723 42,651 58.6 2,637.11

（参考） 自己資本 26年3月期 45,402百万円 25年3月期 42,651百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 1,605 △234 △159 3,203
25年3月期 565 △241 △850 1,688

2. 配当の状況 

(注）平成26年１月28日に公表されました当社の親会社である豊田通商株式会社による当社の普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）
が成立することを前提といたしますと、仮に当社が平成27年３月期の中間配当を行った場合には、本公開買付けに応募される株主様と応募されない株主様との
間に経済的効果の差異が生じる可能性があるため、株主様の間での公平性を確保する観点から、平成27年３月期の中間配当を行わないことを本日開催の取締
役会において決議いたしました。また、現時点では期末配当予想を行うことは困難であることから、平成27年３月期の期末配当予想については未定とすることを
本日開催の取締役会において決議いたしました。詳細は、添付資料４ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次
期の配当」をご覧ください。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 646 31.7 1.6
26年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 646 30.6 1.5
27年3月期(予想) ― 0.00 ― ― ― ―

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

上記の予想額は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。上
記の予想の前提条件、その他関連する事項については、２ページの「経営成績・財政状態に関する分析」を参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 94,113 18.8 1,592 57.0 1,501 83.2 1,021 101.8 63.18
通期 195,000 14.1 4,000 22.5 3,850 15.6 2,600 22.8 160.75



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料Ｐ14「３．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 16,174,000 株 25年3月期 16,174,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期 292 株 25年3月期 270 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 16,173,728 株 25年3月期 16,173,730 株

（参考）個別業績の概要 

平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 142,833 18.3 2,978 33.8 2,950 45.6 1,791 19.7
25年3月期 120,780 4.4 2,226 △36.5 2,026 △35.4 1,497 △30.6

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

26年3月期 110.77 ―
25年3月期 92.57 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 59,726 34,373 57.6 2,125.25
25年3月期 56,476 33,228 58.8 2,054.48

（参考） 自己資本 26年3月期 34,373百万円 25年3月期 33,228百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度における世界の経済環境は、米国経済の回復基調にあり、欧州は金融危機の懸念はあるものの景

気は緩やかに持ち直しの傾向にありますが、中国及び新興国経済の成長鈍化などにより、依然として先行き不透明

な状況が続いております。 

国内では、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和を契機とした円安や株高傾向が継続し、企業業績や雇

用情勢の改善、個人消費の持ち直しの動きが見られるなど、景気回復の気運が高まっておりますが、円安による輸

入原材料費の上昇や消費税増税による消費低迷が与える影響等が懸念されます。 

エレクトロニクス業界においては、スマートフォンやタブレットなどの成長機器やカーエレクトロニクス市場が

引き続き好調に推移しましたが、パソコン関連や薄型テレビ関連の需要低迷に加え、設備投資関連分野での新興国

需要の回復が遅れるなど、経営環境は、引き続き厳しい状況が続きました。 

このような環境の中で当社グループは、車載向け分野に加え、スマートフォンやタブレットといった移動体無線

向け分野での販売が堅調に推移したことから、当連結会計年度における当社グループの売上高は、前連結会計年度

比16.1％増の1,709億45百万円となりました。利益面につきましては、増収効果により、営業利益は、同24.5％増

の32億64百万円、経常利益は、同25.1％増の33億31百万円、当期純利益は、同3.8％増の21億17百万円となりまし

た。 

 

①本社

本社におきましては、車載向けビジネス及びスマートフォン関連ビジネスが伸長したことにより、売上高は、

1,111億７百万円（前連結会計年度比9.5％増）となりました。セグメント利益についても、増収効果により、29億

78百万円（同33.8％増）となりました。 

 

②ASEAN（東南アジア地区）

ASEANにおきましては、大手家電メーカー向け液晶パネルの販売増、車載向けビジネスも堅調に推移したことに

より、売上高は、209億44百万円（前連結会計年度比27.6％増）となりました。セグメント利益は、１億27百万円

（同61.8％増）となりました。 

 

③GCHINA（Greater China、中国・香港・台湾地区）

GCHINAにおきましては、家庭用ゲーム機向けやスマートフォン向けのビジネスが伸長したことにより、売上高

は、331億54百万円（前連結会計年度比34.3％増）となりました。セグメント利益は、１億44百万円（同14.6%減）

となりました。 

 

④その他

その他におきましては、北米での車載ビジネスが堅調に推移したことから、売上高は、57億38百万円（前連結会

計年度比25.2％増）となりました。セグメント利益は、85百万円（同4.6％増）となりました。 

 

（注）「その他」はTOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.及び株式会社ピーピーエルの事業活動であります。

 

（次期の見通し）

次期の見通しとしましては、円高修正基調の定着や政府による経済対策の効果により国内の経済情勢は緩やかに

回復することが想定されるものの、消費税増税による消費活動の低迷等も勘案すると、予断を許さない状況が続く

ものと思われます。

このような環境の中、当社グループにおきましては、車載関連や、複合機を中心とする情報機器などの伸長が期

待されることから、平成27年３月期通期の連結業績につきましては、売上高1,950億円（前連結会計年度比14.1％

増）、営業利益40億円（同22.5％増）、経常利益38億50百万円（同15.6％増）、当期純利益26億円（同22.8％増）

をそれぞれ見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の資産合計は805億28百万円となり、前連結会計年度末と比べ78億５百万円増加しておりま

す。主な要因としましては、受取手形及び売掛金の増加56億54百万円、商品の増加22億21百万円であります。

 負債合計は351億26百万円となり、前連結会計年度末と比べ50億55百万円増加しております。主な要因としまし

ては、支払手形及び買掛金の増加52億65百万円であります。

 純資産合計は454億２百万円となり、前連結会計年度末と比べ27億50百万円増加しております。主な要因としま

しては、利益剰余金の増加14億69百万円であります。

 

②キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動によるキャッシュ・フロ

ー及び財務活動によるキャッシュ・フローが減少いたしましたが、営業活動によるキャッシュ・フローの増加によ

り、前連結会計年度末と比べ15億14百万円増加（前連結会計年度比89.7％増）し、32億３百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動による収入は16億５百万円（前連結会計年度比184.1％増）となりました。主な要因としましては、税

金等調整前当期純利益33億31百万円、売上債権の増加37億21百万円、たな卸資産の増加11億40百万円、仕入債務の

増加42億80百万円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動により使用した資金は２億34百万円（前連結会計年度比3.0％減）となりました。主な要因としまして

は、有形固定資産の取得による支出１億18百万円、無形固定資産の取得による支出１億９百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動により使用した資金は１億59百万円（前連結会計年度比81.3％減）となりました。主な要因としまして

は、短期借入金の純減額９億12百万円、長期借入による収入15億円、配当の支払額６億47百万円であります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

  期末 期末 期末

自己資本比率（％） 60.2 58.6 56.4

時価ベースの自己資本比率（％） 26.9 25.0 33.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) － 23.3 9.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 7.9 19.6

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

※平成24年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッシ

ュ・フローがマイナスのため算定しておりません。

※平成26年３月期より、「在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更」を行ったため、平成25年３月期につ

いては、当該会計方針の変更を反映した遡及適用後の数値を記載しております。なお、平成24年３月期につい

ては、遡及適用前の数値を記載しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、これまで、将来の経営環境への対応や厳しい競争に勝ち抜くため必要となる資金を確保しつつ、各期の

利益水準を勘案した配当により実施することを利益分配に関する基本方針としておりました。

しかしながら、平成26年１月28日開催の取締役会において、当社の親会社である豊田通商株式会社による当社の

普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）について賛同の意見を表明するとともに、当

社の株主の皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をいたしました。

従いまして、本公開買付けが成立することを前提に当該基本方針を取り下げることといたしました。

なお、当該取締役会における上記の決議は、豊田通商株式会社が本公開買付け及びその後の一連の手続きを経

て、当社を完全子会社化することを企画していること並びに当社の普通株式が上場廃止となる予定であることを前

提として行われたものであります。

 

平成26年６月27日開催の第42回定時株主総会に提出予定の期末配当につきましては、当社普通株式１株につき20

円とさせていただく予定であります。平成25年12月に１株につき20円の中間配当をお支払いしておりますので、平

成26年３月期の年間配当金は１株につき40円となる予定であります。

 

（平成27年３月期の配当予想について）

本公開買付けが成立することを前提といたしますと、仮に当社が平成27年３月期の中間配当を行った場合には、

本公開買けに応募される株主様と応募されない株主様との間に経済的効果の差異が生じる可能性があるため、株主

様の間での公平性を確保する観点から、平成27年３月期の中間配当を行わないことを本日開催の取締役会において

決議いたしました。

 

また、現時点では期末配当予想を行うことは困難であることから、平成27年３月期の期末配当予想については未

定であることを本日開催の取締役会において決議いたしました。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 当社は、創業以来、半導体の輸入商社として常に海外の先端技術を顧客に提供すると共に、顧客ニーズ情報をメ

ーカー側にフィードバックすることに努め、市場のボーダーレス化に対応するため海外拠点網を強化し、グローバ

ル・エレクトロニクス・プロバイダーとして国内外の半導体需要に対応できる体制を整備してまいりました。

 半導体商社としての機能に自ずと変化が求められる状況にあって、新たなビジネスモデルに対応できる体制作

り、自社技術の充実による顧客サービスの高度化を進めると共に、半導体分野で培った顧客層をベースとして情報

通信機器分野にも注力するなど、エレクトロニクス・半導体分野におけるリーディング商社を目指し、当社の経営

理念である「社会の先端ニーズに情報と創意で応える」努力を続けてまいります。

（２）目標とする経営指標

 当社を取り巻くエレクトロニクス業界は、生産拠点の海外移転の動きを強めているので、当社も更に海外シフト

を加速させ、経営戦略の指標として海外売上比率を現状の４割から将来的に６割に引き上げることを目指しており

ます。

（３）中長期的な会社の経営戦略

 世界の半導体業界は、生産面においては半導体メーカーの再編や取引口座の絞り込み、中国産品の急速な台頭、

ビジネスモデルにおいては電子機器受託製造サービス（EMS）の本格化、システム・オン・チップ（SoC）手法の普

及、機器におけるソフトウエア比重の増大、さらに販売地域の観点においては顧客生産拠点のアジア地域を中心と

する海外移転など、激変の渦中にあり、同時に今後想定される経営リスクは加速度的に増加しております。

 このような環境下にあって、当社は、次の基本方針をもって、21世紀のエクセレントカンパニーを目指す所存で

あります。

① グローバル・エレクトロニクス・プロバイダーとして、日系顧客を柱とする世界の顧客に当社の優れた営業

サービスを提供する。

② 半導体のデザイン・インから技術支援・ボード設計・機器製造・調達・物流に至るまで、一貫したシステ

ム・トータル・ソリューションとサプライチェーンを融合させたサービス体制で顧客ニーズを全面的にサポ

ートする。

③ 多様なビジネスモデルを創出、提供し、当社機能の強化、付加価値の増大化を通じ、ビジネスのグローバル

化へきめ細かく対応する。

④ 企業経営の人・物・金の各面にわたる基盤の整備・強化を図ると共に、広範かつ複雑化するリスクに対し適

時的確な対応を行う。

⑤ 当社を取り巻く利害関係者の期待に応え、常に企業価値の 大化を目指すと共に、地球環境保全への対応を

含む企業としての社会的責任を果たし得る調和のとれた会社運営を行い、社会の発展に貢献できる企業を目

指す。
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（４）会社の対処すべき課題

当社は、平成26年１月28日開催の取締役会において、当社の親会社である豊田通商株式会社による当社の普通株

式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」という。）について賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の

皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をいたしました。 

当社と豊田通商株式会社は、平成25年10月頃から両社の企業価値を向上することを目的とした長期成長戦略と諸

施策について協議及び検討を重ねてまいりました。その結果、豊田通商株式会社並びにその子会社及び関連会社

（以下「豊田通商グループ」という。）のエレクトロニクス事業の中核会社である当社グループは、豊田通商株式

会社による完全子会社化により、さらなる安定した資本関係を構築することを通じて、当社グループと豊田通商グ

ループとの連携をさらに強化し、豊田通商グループの長期経営計画「GLOBAL 2020 VISION」の取組みをさらに推し

進める推進役となり、また、当社の意思決定の迅速化を図ることで、成長戦略に沿って大胆な人的及び財務的な経

営リソースの配分を可能とすることが、当社の企業価値のみならず、豊田通商グループ全体の企業価値を拡大する

ためにも非常に有益であるとの結論に達しました。 

具体的には、当社グループと豊田通商グループとの間で、次に掲げる取組みを推進する予定であります。 

 

① 当社のエレクトロニクス商社としての知見と豊田通商株式会社の総合商社としての総合力を融合すること

で、新たな事業展開への取組みを強化する。

② 当社グループの顧客層の拡大と取扱い商品の幅出しを図るため、豊田通商グループの長期経営計画「GLOBAL 

2020 VISION」の中でサスティナブルな成長分野と位置づけている「ライフ＆コミュニティ領域」（生活環

境の向上に貢献）、「モビリティ領域」（次代の自動車の進化に貢献）、「アース＆リソース領域」（地球

課題の解決に貢献）の三つの事業分野における同グループの販売網やユーザーベースを活用する。

③ 当社グループと豊田通商グループの物流、品質、技術等の機能の共有化を図ることで、当社グループが競合

他社との差別化を図り、顧客満足度を向上させる。 

④ 当社グループが豊田通商グループの幅広い海外ネットワークを共有及び活用することで、海外市場での対応

力をさらに強化し、特に大きな成長が見込まれる新興国に対して、当社グループが競合他社に先駆けて事業

の拡大を図る。

⑤ 事業規模で当社グループを上回る海外メガディストリビューターと伍するため、当社グループと豊田通商グ

ループが一体となって、事業拡大に向けた大規模な戦略的投資を実行する。 

⑥ 当社グループ内の人材と豊田通商グループ内の人材を交流させることで、グループ全体での人材の多様化と

育成を図る。
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,688 3,203

受取手形及び売掛金 42,319 47,973

商品 16,360 18,581

繰延税金資産 616 500

未収入金 2,695 1,225

その他 765 542

貸倒引当金 △66 △76

流動資産合計 64,379 71,950

固定資産    

有形固定資産    

建物 760 768

減価償却累計額 △490 △565

建物（純額） 270 202

工具、器具及び備品 548 826

減価償却累計額 △439 △516

工具、器具及び備品（純額） 108 310

リース資産 21 －

減価償却累計額 △20 －

リース資産（純額） 0 －

その他 48 54

減価償却累計額 △29 △41

その他（純額） 18 13

有形固定資産合計 397 526

無形固定資産    

リース資産 149 61

ソフトウエア 777 477

その他 0 30

無形固定資産合計 927 569

投資その他の資産    

投資有価証券 5,379 5,605

繰延税金資産 678 764

その他 967 1,117

貸倒引当金 △7 △6

投資その他の資産合計 7,017 7,481

固定資産合計 8,343 8,577

資産合計 72,723 80,528
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    (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 9,864 15,129

短期借入金 12,998 13,154

リース債務 99 70

未払法人税等 264 780

賞与引当金 402 411

資産除去債務 － 102

その他 4,338 1,774

流動負債合計 27,968 31,424

固定負債    

長期借入金 － 1,500

リース債務 70 －

繰延税金負債 1 6

退職給付引当金 1,880 －

退職給付に係る負債 － 2,127

資産除去債務 124 32

その他 24 34

固定負債合計 2,102 3,701

負債合計 30,071 35,126

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,251 5,251

資本剰余金 4,767 4,767

利益剰余金 33,785 35,255

自己株式 △0 △0

株主資本合計 43,804 45,273

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △6 18

繰延ヘッジ損益 △32 △2

為替換算調整勘定 △1,113 90

退職給付に係る調整累計額 － 22

その他の包括利益累計額合計 △1,152 128

純資産合計 42,651 45,402

負債純資産合計 72,723 80,528
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 147,198 170,945

売上原価 133,962 156,186

売上総利益 13,235 14,759

販売費及び一般管理費    

貸倒引当金繰入額 13 9

従業員給与及び賞与 4,114 4,329

賞与引当金繰入額 402 411

退職給付費用 314 411

減価償却費 568 586

賃借料 815 785

その他 4,383 4,961

販売費及び一般管理費合計 10,613 11,495

営業利益 2,622 3,264

営業外収益    

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

持分法による投資利益 318 276

その他 44 40

営業外収益合計 363 317

営業外費用    

支払利息 71 82

売上割引 80 78

為替差損 169 86

その他 3 3

営業外費用合計 324 250

経常利益 2,662 3,331

特別利益    

厚生年金基金代行返上益 5 －

補償損失引当金戻入額 289 －

特別利益合計 294 －

特別損失    

補償損失 72 －

ゴルフ会員権評価損 13 －

特別損失合計 86 －

税金等調整前当期純利益 2,870 3,331

法人税、住民税及び事業税 892 1,191

法人税等調整額 △60 23

法人税等合計 831 1,214

少数株主損益調整前当期純利益 2,038 2,117

当期純利益 2,038 2,117
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 2,038 2,117

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △0 0

為替換算調整勘定 516 1,063

持分法適用会社に対する持分相当額 59 195

その他の包括利益合計 576 1,259

包括利益 2,615 3,376

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 2,615 3,376

 

株式会社　トーメンエレクトロニクス（7558）　平成26年３月期　決算短信

-10-



（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

        (単位：百万円)

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,251 4,767 32,470 △0 42,488 

会計方針の変更による累積的影
響額     4   4 

会計方針の変更を反映した当期
首残高     32,474   42,493 

当期変動額          

当期純利益     2,038   2,038 

剰余金の配当     △727   △727 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）          

当期変動額合計 － － 1,311 － 1,311 

当期末残高 5,251 4,767 33,785 △0 43,804 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 
その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 △3 △4 △1,715 △1,724 40,764 

会計方針の変更による累積的影
響額     △4 △4 － 

会計方針の変更を反映した当期
首残高     △1,720 △1,728 40,764 

当期変動額          

当期純利益         2,038 

剰余金の配当         △727 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

△2 △27 606 576 576 

当期変動額合計 △2 △27 606 576 1,887 

当期末残高 △6 △32 △1,113 △1,152 42,651 

 

株式会社　トーメンエレクトロニクス（7558）　平成26年３月期　決算短信

-11-



当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日

        (単位：百万円)

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,251 4,767 33,785 △0 43,804 

当期変動額          

在外子会社の会計処理の変更
に伴う増減     △0   △0 

当期純利益     2,117   2,117 

剰余金の配当     △646   △646 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）          

当期変動額合計 － － 1,469 △0 1,469 

当期末残高 5,251 4,767 35,255 △0 45,273 

 

             

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算調整勘

定 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 △6 △32 △1,113 － △1,152 42,651 

当期変動額            

在外子会社の会計処理の変更
に伴う増減           △0 

当期純利益           2,117 

剰余金の配当           △646 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

25 29 1,204 22 1,280 1,280 

当期変動額合計 25 29 1,204 22 1,280 2,750 

当期末残高 18 △2 90 22 128 45,402 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円)

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,870 3,331

減価償却費 568 586

持分法による投資損益（△は益） △318 △276

退職給付引当金の増減額（△は減少） 161 －

退職給付に係る負債の増減（△は減少） － 281

賞与引当金の増減額（△は減少） △268 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 9

補償損失引当金の増減額（△は減少） △289 －

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 71 82

ゴルフ会員権評価損 13 －

売上債権の増減額（△は増加） △407 △3,721

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,221 △1,140

仕入債務の増減額（△は減少） 1,769 4,280

未収消費税等の増減額（△は増加） △29 △152

未払消費税等の増減額（△は減少） △5 △5

その他 181 △1,020

小計 2,110 2,259

利息及び配当金の受取額 80 80

利息の支払額 △71 △81

法人税等の支払額 △1,555 △652

営業活動によるキャッシュ・フロー 565 1,605

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △125 △118

無形固定資産の取得による支出 △20 △109

投資有価証券の取得による支出 △108 －

その他 12 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △241 △234

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △15 △912

長期借入れによる収入 － 1,500

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △108 △99

配当金の支払額 △727 △647

自己株式の取得による支出 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △850 △159

現金及び現金同等物に係る換算差額 237 302

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △289 1,514

現金及び現金同等物の期首残高 1,978 1,688

現金及び現金同等物の期末残高 1,688 3,203
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更)

在外子会社等の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当連

結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要

性及び昨今の著しい為替変動に鑑み、一時的な為替相場の変動による期間損益への影響を平均化し、会計期間を通じ

て発生する損益をより適切に連結財務諸表に反映させるために行ったものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の売上高は38億32百万円、営業利益は40百万円、経常利益

は39百万円及び税金等調整前当期純利益は39百万円それぞれ減少しております。

また、前連結会計年度の期首の純資産に累計的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は４百万

円増加し、為替換算調整勘定の前期首残高は同額減少しております。

 

（退職給付に関する会計基準等の適用)

当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月

17日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用しております。（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）これにより、退職給付債務から年金資産を控除した額を退職給

付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債

に計上しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っており、当連結会計

年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しておりま

す。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る債務が21億27百万円計上されるとともに、その他の包括利

益累計額が22百万円増加しております。 

なお、１株当たり純資産額は1.36円増加しております。 

 

（追加情報）

（ヘッジ会計の適用）

 従来、外貨建て予定取引に係る為替予約取引については時価評価を行い、その評価差額を損益処理しておりました

が、当連結会計年度よりヘッジ会計を適用し、ヘッジ会計の要件を満たしている取引については繰延ヘッジ処理を行

うこととしております。 

 これは、金融商品に関するリスク管理体制を見直し、ヘッジ会計を適用する環境が整備されたことに伴い、為替変

動リスクの管理活動を連結財務諸表に適切に反映し、財政状態及び経営成績をより適切に表示するためのものです。

 なお、当連結会計年度末においては、該当する取引がなかったため、これによる経常利益及び税金等調整前当期純

利益への影響はありません。
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（セグメント情報等）

セグメント情報

 

１．報告セグメントの概要

 当社グループ（当社及び連結子会社）の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務

情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。

 当社グループは、電子部品・機器を販売しており、国内においては主に本社が、海外においてはASEAN（東

南アジア地区）及びGCHINA（Greater China、中国・香港・台湾地区）に区分し、事業活動を展開しておりま

す。

 従いまして、当社グループは、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「本社」、

「ASEAN」及び「GCHINA」の３つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

（在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更）

 「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社等の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場により

円貨に換算しておりましたが、当連結会計年度より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更してお

ります。

 この変更に伴い、報告セグメントごとの売上、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法を

変更し、前連結会計年度については、遡及適用後の「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負

債その他の項目の金額に関する情報」となっております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注） 
２.３ 

連結財務諸
表計上額 
（注）４   本社 ASEAN GCHINA 計 

売上高                

外部顧客への売上高 101,505 16,419 24,688 142,614 4,584 147,198 － 147,198 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
19,275 1,077 2,061 22,413 556 22,970 (22,970) － 

計 120,780 17,497 26,750 165,028 5,140 170,168 (22,970) 147,198 

セグメント利益 2,226 78 169 2,474 82 2,556 66 2,622 

セグメント資産 60,419 5,997 8,212 74,629 1,986 76,615 (3,892) 72,723 

その他の項目                

減価償却費 550 11 6 568 0 568 － 568 

持分法適用会社への

投資額 
5,787 － － 5,787 － 5,787 － 5,787 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
134 9 10 155 0 155 － 155 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれないTOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.及び株式会社ピ

ーピーエルの事業活動であります。

２．セグメント利益の調整額 66百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

３．セグメント資産の調整額 （3,892）百万円は、主にセグメント間債権・債務の相殺消去であります。

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

              （単位：百万円）

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注） 
２.３ 

連結財務諸
表計上額 
（注）４   本社 ASEAN GCHINA 計 

売上高                

外部顧客への売上高 111,107 20,944 33,154 165,206 5,738 170,945 － 170,945

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
31,725 1,575 2,738 36,039 451 36,490 (36,490) －

計 142,833 22,519 35,892 201,245 6,189 207,435 (36,490) 170,945

セグメント利益 

又は損失 
2,978 127 144 3,250 85 3,336 (71) 3,264

セグメント資産 64,026 6,957 13,291 84,274 2,123 86,397 (5,869) 80,528

その他の項目                

減価償却費 561 12 12 586 0 586 － 586

持分法適用会社への

投資額 
6,156 － － 6,156 － 6,156 － 6,156

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
283 20 42 346 0 346 － 346

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれないTOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.及び株式会社ピ

ーピーエルの事業活動であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額 （71）百万円は、主にセグメント間取引消去であります。

３．セグメント資産の調整額 （5,869）百万円は、主にセグメント間債権・債務の相殺消去であります。

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 2,637円11銭 2,807円18銭

１株当たり当期純利益金額 126円7銭 130円90銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度における会計方針の変更は遡及適用され、前連結会

計年度は遡及適用後の連結財務諸表となっております。この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結

会計年度の１株当たり当期純利益金額は、１円95銭減少しております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益（百万円） 2,038 2,117

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,038 2,117

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,173 16,173

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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